
１ 島根県の給与・定員管理等について

⑴ 総括

ア 人件費の状況（普通会計決算）

区 分
住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率 (参考)

(平成27年１月１日) Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 25年度の人件費率

平成 26 人 千円 千円 千円 ％ ％

年度 706,198 518,558,603 5,039,910 121,582,395 23.4 22.7

イ 職員給与費の状況（普通会計決算）

区 分
職員数 給 与 費 １ 人 当 た り （参考）都道府県平均

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ １人当たり給与費

平成 26 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 12,703 57,390,110 10,916,525 19,187,579 87,494,214 6,888 7,123

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、平成26年４月１日現在の人数である。

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が

含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

ウ 特 記事 項

現 在 、 職 員 の 給 与 に つ い て は 、 知 事 等 の 給 与 の 特 例 に 関 す る 条 例 （ 平 成 15年 島 根 県 条

例 第 14号 ）、 職 員 の 管 理 職 手 当 の 特 例 に 関 す る 条 例 （ 平 成 24年 島 根 県 条 例 第 ９ 号 ） に 基

づき 、平成 29年 ３ 月 31日 ま で の間 、次 のとお り減 額措置 を行っ てい る。

区分 給料月額 給料月額を算出基礎とする諸手当

（退職手当を除く。）のはね返り

知事 20％ 20％

副知事 15％ 15％

常勤の監査委員 13％ 13％

病院事業管理者 13％ 13％

教育長 13％ 13％

区 分 管 理 職 手 当

管理職 手当 受給者 （１ 種又は ２種 ） 12.5％

管 理 職手 当受 給者（ 上記以 外） 10.0％

エ ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較す

るため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行

政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数である。

２ 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法によ

る給与減額措置がないとした場合の値である。
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オ 給与改定の状況（平成27年４月１日実施）

(ア) 月例給

人事委員会の勧告 (参考)

区 分 民間給与 公務員給与 較差 勧告 給与改定率
国の改定率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （改定率）
(平 成 2 7年 ４

月１日実施)

平 成 2 7 円 円 円 ％ ％ ％

年度 368,693 367,705 988 0.27 0.27 0.36

0.27％

（注） 「民間給与」及び「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額

をラスパイレス比較した平均給与月額である。

(イ) 特別給

人事委員会の勧告 (参考)

区 分 民間の支給 公務員の 較差 勧告 年間支給月数 国の年間

割合 Ａ 支給月数 Ｂ Ａ－Ｂ （改定月数） 支給月数

平 成 2 7 月 月 月 月 月 月

年度 3.91 3.80 0.11 0.10 3.90 4.20

（注） 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公

務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

カ 給与制度の総合的見直しの実施状況について

(ア) 給料表の見直し

ａ 給料表の改定実施時期

平成27年４月１日

ｂ 内容

一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均約２％（最大約４％）引

下げ。激変緩和のため、５年間（平成32年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

(イ) 地域手当の見直し

国と同様に見直しを実施（島根県内は支給なし）

(ウ) その他の見直し

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成27年４

月１日実施）

⑵ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年４月１日現在）

(ア) 一般行政職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

島根県 44.2歳 335,285円 410,003円 361,376円

国 43.5歳 334,283円 －円 408,996円

都道府県平均 43.3歳 333,258円 419,584円 374,044円

(イ) 技能労務職

公務員 民 間 参考

区 分 平均 職員数 平均給料月額 平均給与 平均給与月額 対 応 す る 民 間 の 年齢 平均給与月額

年齢 月額 (A) （国ベース） 類似職種 (B) A/B

島根県 59.1歳 8人 380,502円 421,216円 387,814円 ― ― ― ―

うち自動車運転手 59.2歳 2人 379,204円 454,610円 392,204円 自家用乗用自動車運転手 ― ― ―

国 50.2歳 2,994人 289,141円 －円 328,318円 － － － －

都道府県平均 51.6歳 260人 330,741円 386,250円 363,809円 ― ― ― ―

【参考】

民 間 参 考

職 種 対応する民間の類似職種
平均給与月額 年収ベース（試算値）の比較



平均年齢 (C) A/C 公務員 民 間

(D) (E) D/E

島根県 ― ― ― ― ― ― ―

うち自動車運転手 自家用乗用自動車運転手 50.4歳 208,900円 2.18 7,108,208円 2,576,800円 2.76

（注）１ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用してい

る（平成24年～26年の３か年平均）。

２ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の

点において完全に一致しているものではない。

３ 年収ベースの「公務員(D)」及び「民間(E)」のデータは、それぞれ平均給与月額を

12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当の額、民間に

おいては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

(ウ) 高等学校教育職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

島根県 44.5歳 386,518円 435,719円

都道府県平均 44.8歳 381,390円 443,257円

(エ) 小・中学校教育職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

島根県 46.3歳 387,116円 430,070円

都道府県平均 43.3歳 366,907円 422,193円

(オ) 警察職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

島根県 38.6歳 320,515円 429,709円 345,987円

国 41.2歳 317,165円 －円 369,393円

都道府県平均 38.6歳 321,121円 458,794円 366,870円

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成27年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の

平均である。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、

時間外勤務手当等の全ての諸手当の額を合計したものであり、「地方公務員給与実態調

査」において明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務

手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じ

ベースで再計算したものである。

イ 職員の初任給の状況（平成27年４月１日現在）

区 分 島根県 国

一般行政職 大 学 卒 173,903円 174,200円

高 校 卒 141,858円 142,100円

技能労務職 高 校 卒 154,636円 －

（免許職）

技能労務職 高 校 卒 148,746円 －

（非免許職）

高等学校教育職 大 学 卒 194,768円 －

小・中学校教育職 大 学 卒 194,768円 －

警 察 職 大 学 卒 202,155円 202,300円

高 校 卒 166,716円 163,800円

ウ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年４月１日現在）

区 分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職 大学卒 254,185円 355,522円 384,847円 404,221円

高校卒 215,691円 298,633円 347,782円 373,452円

技能労務職 高校卒 －円 －円 －円 －円

高等学校教育職 大学卒 296,202円 380,722円 405,008円 421,368円



小・中学校教育職 大学卒 299,287円 376,997円 394,603円 411,091円

警 察 職 大学卒 284,952円 390,085円 403,458円 430,274円

高校卒 251,357円 346,210円 386,224円 408,579円

⑶ 一般行政職の級別職員数等の状況

ア 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成27年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 最高号給の

給料月額 給料月額

１ 級 主事、技師
人 ％

368 9.9 137,366円 244,483円

２ 級 主任主事、主任技師
人 ％

287 7.7 187,380円 301,386円

３ 級 主任
人 ％

750 20.2 223,519円 347,108円

４ 級 企画員
人 ％

965 25.9 257,860円 378,056円

５ 級 グループリーダー
人 ％

833 22.4 284,515円 390,035円

６ 級 課長
人 ％

428 11.5 315,263円 407,206円

７ 級 課長
人 ％

31 0.8 359,487円 441,847円

８ 級 次長
人 ％

37 1.0 405,110円 465,507円

９ 級 部長
人 ％

20 0.5 455,324円 524,307円

（注）１ 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

２ 「職員数」は、職員の給与に関する条例（昭和 26年島根県条例第１号）に基づく給

料表の級区分による職員数である。

イ 昇給への勤務成績の反映状況

所属長からの内申書に基づき、５段階の区分で昇給を決定している。
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⑷ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

島 根 県 国

１人当たり平均支給額（平成26年度）
－

1,512千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.40 月分 1.40 月分 2.60 月分 1.50 月分

(1.25)月分 (0.75)月分 (1.45)月分 (0.70)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 10～ 25％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

１ 勤務成績の評定の実施状況

平成17年６月から管理職を対象とした業績等に基づく人事評価を実施している。

２ 勤勉手当への勤務実績の反映状況

管理職については、平成18年６月期から人事評価の結果に基づき相対区分処理を行い、

直近の勤勉手当支給時に区分に応じて成績率（支給月数）を決定している。

成績率（支給月数）

相対区分 分布割合 ※６月期、12月期とも

部次長級 課長級

Ⅰ 10％以内 0.985月 0.825月

Ⅱ 30％以内 0.935月 0.755月

Ⅲ 60％以内 0.885月 0.685月

不良 － 0.885月以下 0.685月以下

（平成27年４月１日現在）

イ 退職手当（平成27年４月１日現在）

島 根 県 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分 勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分

勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分 勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分

勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分 勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２～45％加算）

１人当たり平均支給額

3,073千円 24,003千円

（注）「１人当たり平均支給額」は、平成26年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額

である。

ウ 地域手当（平成27年４月１日現在）

支 給 実 績（平成26年度） 56,104千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 728,624円

支給対象地域・職種 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都（特別区） 18％ 20人 18％

大阪府大阪市 15％ 10人 15％

愛知県名古屋市 13％ 1人 13％

広島県広島市 10％ 11人 10％



福井県福井市 3％ 1人 3％

岡山県岡山市 3％ 1人 3％

宮城県石巻市、気仙沼市 1.5％ 3人 0％

上記以外の市町村 0％ 12,619人 0％

医師・歯科医師 15％ 32人 15％

平 均 支 給 率 14.2％ 14.2％

地域手当補正後ラスパイレス指数 97.6

（ラスパイレス指数） （97.6）

（注）１ 宮城県石巻市及び気仙沼市の3人は、地方自治法第252条の17の規定に基づく自治法派

遣者であり、派遣協定に基づき宮城県の関係規定により地域手当を支給している。

２ 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給した

と仮定した場合の加重平均の支給率である。

３ 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員

と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイ

レス指数。（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋

国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

エ 特殊勤務手当（平成27年４月１日現在）

支給実績（平成26年度） 527,698千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 78,608円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 52.8％

手当の種類（手当数） 57

教員特殊業務手当

教育業務連絡指導手当

支給職員数の多い手当 夜間特殊業務手当（警察業務）

死体取扱手当

代表的な手当の名称 交通捜査取締手当

教員特殊業務手当

教育業務連絡指導手当

支給額の多い手当 夜間特殊業務手当（警察業務）

警ら手当

交通捜査取締手当

オ 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 ） 2,806,179千円

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 511千円

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 ） 2,803,056千円

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度） 516千円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１

日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな

い職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ そ の他 の 手 当 （ 平 成 27年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支給職員１人当

国の 制
国の 制度 と

支 給実 績 たり平均支給年

手 当名 内 容 及 び 支 給単 価 度と の
異な る内 容

（ 平 成 2 6 額

異 同 年 度 ） （ 平 成 2 6

年 度 ）

扶養手当 配 偶 者 13,000円 同 じ － 千 円 円

配 偶 者 以 外 の 扶養 親族 6,500円 1,574 ,19 7 228 ,8 74

配 偶 者 の な い 場合 の１ 人 11,000円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ）の 子の 加 算 5,000円

住居手当 借家・借間居住者 同じ － 千 円 円



家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 623, 1 4 5 270 ,4 62

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通機 関利 用者 異な る 交通用具の区分 千 円 円

定期券又は回数乗車券等の価額 及び距離の区分 1 ,1 78 ,92 4 106 ,4 30

最高支給限度額 55,000円 が異なる。

交 通用 具使 用者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,60 0円

自 動 四輪 車以外 の場合 は半 額

単 身 赴 支給額 26,000円 異 な る 加算額が異な 千 円 円

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に 241,3 43 343 ,3 05

ロ以上の場合加算（距離により4,000円～58,000 より6,000円～

円） 58,000円）。

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異な る 支給対象及び 千 円 円

調 整 手 給 支給額が異な 83,40 8 1 ,3 2 3 , 9 4 4

当 支給額(月額) 5,000円～412,200円 る。

管 理 職 給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別 国：俸給の特 千 円 円

手当 の 定 額 別調整額とし 821,7 44 583 ,2 11

支 給 額 41, 60 0円 ～ 130,3 00円 て支給

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同じ － 千 円 円

務 手 当 に勤務する職員に支給 194,7 05 434 ,6 10

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同じ － 千 円 円

務 手 当 って住居を移転した職員に支給 89,667 192 ,4 18

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

へ き 地 へき地学校等に勤務する教職員に支給 千 円 円

手当 支給額 299,4 33 404 ,0 93

給料及び扶養手当の月額×４％～25％

へ き 地 へき地学校、へき地学校に準ずる学校等に異動し、 千 円 円

手 当 に 当該異動に伴って住居を移転した職員に支給 37,491 159 ,5 38

準 ず る 支給額 給料及び扶養手当の月額×２％～４％

手 当

定 時 制 高等学校で定時制又は通信制の課程の教育に従事 千 円 円

通 信 教 する教育職員に支給（実績に基づき支給） 10,918 125 ,4 89

育 手 当 支給額 定時制（夜間） １日 900円

通信制（日曜日）１日 2,400円

産 業 教 高等学校の農業、水産又は工業に関する実習授業 千 円 円

育 手 当 等に従事する教育職員に支給（実績に基づき支給） 22,172 87 ,6 38

支給額 実習を伴う授業 授業１時間 300円

週休日等に行われる業務

１日 600円又は1,200円

義 務 教 小・中・高・特別支援学校に勤務する教育職員に 千 円 円

育 等 教 支給 505,7 66 66 ,1 91

員 特 最高支給限度額 8,000円

別 手 当

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 176,7 25 80 ,0 02



の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 61,102 61 ,5 94

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額（勤務１回につき） 同じ － 千 円 円

手当 2,100円～30,000円 432,5 80 160 ,3 93

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同じ － 千 円 円

員 特 別 り勤務した管理職員に支給 10,966 48 ,7 38

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

農 林 漁 農・林・水産業等に関する専門の事項について、 千円 円

業 普 及 調査研究を行う職員並びに技術及び知識の普及指 36,292 190 ,0 12

指 導 手 導を行う職員に支給

当 支給額 給料月額×6/100

災 害 派 災害応急対策又は災害復旧のため国又は他の地方 実績な し 実績 なし

遣 手 当 公共団体等から派遣された職員に支給

支給額(１日につき） 3,970円～6,620円

武 力 攻 武力攻撃事態等に至った際、国民保護のための措 実績な し 実績 なし

撃 災 害 置の実施のため国又は他の地方公共団体等から派

等 派 遣 遣された職員に支給

手 当 支給額(１日につき） 3,970円～6,620円

新 型 イ 新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため 実 績な し 実 績 な し

ン フ ル 国又は他の地方公共団体等から派遣された職員に

エ ン ザ 支給

等 緊 急 支給額(１日につき） 3,970円～6,620円

事 態 派

遣 手 当

⑸ 特別職の報酬等の状況（平成27年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

給 知 事 992,000円 （1,240,000円）

料 副 知 事 824,500円 （ 970,000円）

報 議 長 940,000円

副 議 長 820,000円

酬 議 員 760,000円

期
知 事 （平成26年度支給割合）

末
副 知 事 2.90月分

手
議 長 （平成26年度支給割合）

当
副 議 長 2.90月分

議 員

退 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

職 知 事 124万円×在職月数×0.51 3,035.52万円 任期毎

手 副 知 事 97万円×在職月数×0.36 1,676.16万円 任期毎

当 備 考 知事について10％、副知事については５％のカットを実施

（注）１ 「給料」及び「報酬」の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。



２ 「退職手当」の「（１期の手当額）」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、

１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

⑹ 職員数の状況

ア 部門別職員数の状況と主な増減理由

（単位：人）（各年４月１日現在）

区 分 職 員 数 対 前 年 主 な 増 減 理 由
部 門 平成27年 平成26年 増 減 数

一 議 会 22 22 0

総 務 474 485 ▲ 11 事務の統廃合

般 税 務 112 113 ▲ 1

普 民 生 234 229 5 育休代替職員の増

行 衛 生 458 445 13 育休代替職員の増、派遣職員の増

通 労 働 51 50 1

政 農林水産 915 919 ▲ 4 事務の統廃合

会 商 工 181 181 0

部 土 木 821 825 ▲ 4 事務の統廃合

計 計

門 3,268 3,269 ▲ 1 （参考：人口10万人当たり職員数 471.97人）

部 教育部門

7,613 7,620 ▲ 7 生徒数減による学級数の減少

門 警察部門

1,817 1,815 2 採用者の増加

小 計

12,698 12,704 ▲ 6 （参考：人口10万人当たり職員数1,833.87人）

公 病 院 1,038 1,023 15 看護師等の増

営 水 道 21 21 0

企会 下水道 17 17 0

業計 その他 64 64 0

等部 小 計

門 1,140 1,125 15

合 計

13,838 13,829 9

[15,291] [15,333] [▲ 42] （参考：人口10万人当たり職員数1,998.51人）

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。



イ 年齢別職員構成の状況（平成27年４月１日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区 分

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数 54 416 1,007 1,043 1,017 1,263 1,680 1,749 1,778 2,029 1,705 97 13,838

ウ 職員数の推移

（単位：人・％）

年 度 平成 平成 平成 平成 平成 平成 過去5年間の

部門別 22年 23年 24年 25年 26年 27年 増減数（率）

一般行政 3,441 3,397 3,335 3,286 3,269 3,268 ▲173（▲5.0%）

教育 7,853 7,827 7,787 7,695 7,620 7,613 ▲240（▲3.1%）

警察 1,782 1,796 1,790 1,806 1,815 1,817 35（ 2.0%）

消防

普通会計計 13,076 13,020 12,912 12,787 12,704 12,698 ▲378（▲2.9%）

公営企業等会計計 1,070 1,090 1,093 1,105 1,125 1,140 70（ 6.5%）

総合計 14,146 14,110 14,005 13,892 13,829 13,838 ▲308（▲2.2%）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

⑺ 公営企業職員の状況

ア 企業局

(ア) 総括

ａ 企業局職員給与の特記事項

現在、企業局職員の給与については、島根県企業局職員の管理職手当の特例に関する規程

（平成24年島根県公営企業管理規程第６号）に基づき、平成28年３月31日までの間、次のと

おり減額措置を行っている。

区分 管理職手当

管理職手当受給者（１種又は２種） 12.5％

管理職手当受給者（上記以外） 10.0％
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ｂ 定員適正化目標

平成17年度策定の「企業局経営計画」の中で、平成22年までに10％程削減する計画につい

て達成した。

(イ) 水道事業

ａ 職員給与費の状況

(ａ) 決算

総費用に占める
(参考)

区 分
総費用 純損益又は 職員給与費

職員給与費比率
平成25年度の総費用

Ａ 実質収支 Ｂ
Ｂ／Ａ

に占める職員給与費

比率

平成 26 千円 千円 千円 ％ ％

年度 2,017,407 44,938 173,942 8.6 10.0

区 分
職員数 給 与 費 １人当たり （参考）都道府県平均

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ １人当たり給与費

平成 26 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 21 85,025 17,908 30,256 133,190 6,342 7,024

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、平成27年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成27年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

水道事業 43.1歳 338,041円 528,530円

（参考）一般行政職 44.2歳 346,763円 500,039円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ｃ 職員の手当の状況

(ａ) 期末手当・勤勉手当

島 根 県 （ 水 道 事 業 ） 島 根 県

１人当たり平均支給額（平成26年度） １人当たり平均支給額（平成26年度）

1,441千円 1,512千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.40 月分 1.40 月分 2.40 月分 1.40 月分

(1.25)月分 (0.75)月分 (1.25)月分 (0.75)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。

(ｂ) 退職手当（平成27年４月１日現在）

島 根 県 （ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分 勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分

勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分 勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分

勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分 勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

１人当たり平均支給額 24,485千円 １人当たり平均支給額 3,073千円 24,003千円

（注） 「島根県（企業局職員）」の「１人当たり平均支給額」は、平成24年度から平成

26年度までの間に勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気

事業職員に支給された退職手当の平均額である（平成24年度は退職者なし。）。「島



根県」の「１人当たり平均支給額」は、平成26年度に退職した全職種の職員の退職

手当の平均額である。

(ｃ) 地域手当（平成27年４月１日現在）

支給対象なし

(ｄ) 特殊勤務手当（平成27年４月１日現在）

支給総額（平成26年度） 443千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 27,706円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 76.2％

手当の種類（手当数） ４

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交

渉手当 夜間特殊業務手当

(ｅ) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 ） 5,889千円

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 310千円

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 ） 5,894千円

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度） 327千円

（ 注 ） 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 を 算 出 す る 際 の 職 員 数 は 、「 支 給 実 績 」 と 同

じ 年 度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 総 職 員 数 （ 管 理 職 員 、 教 育 職 員 等 、 制 度 上 時 間 外

勤 務 手 当 の 支 給 対 象 と は な ら な い 職 員 を 除 く 。） で あ り 、 短 時 間 勤 務 職 員

を 含 む 。

(ｆ ) そ の 他 の 手 当（ 平 成 27年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支給職員１人当

国 の 制
国の 制度 と

支 給実 績 たり平均支給年

手 当名 内 容 及 び 支 給単 価 度 と の
異な る内 容

（ 平 成 2 6 額

異 同 年 度 ） （ 平 成 2 6

年 度 ）

扶養手当 配 偶 者 13,000円 同 じ － 千 円 円

配 偶 者 以 外 の 扶養 親族 6,500円 3,126 260 ,5 00

配 偶 者 の な い 場合 の１ 人 11,000円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ） の 子の 加算 5,000円

住居手当 借家・借間居住者 同じ － 千 円 円

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 822 274 ,0 00

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通機 関利 用者 異な る 交通用具の区分 千 円 円

定期券又は回数乗車券等の価額 及び距離の区分 3 ,1 65 166 ,5 58

最高支給限度額 55,000円 が異なる。

交 通用 具使 用者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,60 0円

自 動 四輪 車以外 の場合 は半 額

単 身 赴 支給額 26,000円 異 な る 加算額が異な 千 円 円

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に 600 30 0 , 0 0 0

ロ以上の場合加算（距離により4,000円～58,000 より6,000円～

円） 58,000円）。

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異な る 支給対象及び 実績な し 実績な し

調 整 手 給 支給額が異な

当 支給額(月額) 5,000円～412,200円 る。

管 理 職 給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別 国：俸給の特 千 円 円

手 当 の 定 額 別調整額とし 1,421 710 ,7 42



支 給 額 41, 60 0円 ～ 130,3 00円 て支給

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同じ － 実 績なし 実績な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同じ － 実 績なし 実績な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 644 58 , 5 1 7

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 458 11 4 , 5 3 5

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額(勤務１回につき） 同じ － 実 績なし 実績な し

手 当 2,100円～30,000円

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同じ － 実績 な し 実 績 な し

員 特 別 り勤務した管理職員に支給

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

(ウ) 工業用水道事業

ａ 職員給与費の状況

(ａ) 決算

総費用に占める
(参考)

区 分
総費用 純損益又は実 職員給与費

職員給与費比率
平成 2 5年 度 の総費

Ａ 質収支 Ｂ
Ｂ／Ａ

用に 占め る 職員 給

与費比率

平成 26 千円 千円 千円 ％ ％

年度 2,575,879 ▲799,033 21,653 0.8 18.0

区 分
職員数 給 与 費 １人当たり （参考）都道府県平均

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ １人当たり給与費

平成 26 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 3 10,812 3,196 3,803 17,811 5,937 6,648

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、平成27年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成27年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

工業用水道事業 39.1歳 340,834円 494,740円

（参考）一般行政職 44.2歳 346,763円 500,039円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ｃ 職員の手当の状況



(ａ) 期末手当・勤勉手当

島根県（工業用水道事業） 島 根 県

１人当たり平均支給額（平成26年度） １人当たり平均支給額（平成26年度）

1,268千円 1,512千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.40 月分 1.40 月分 2.40 月分 1.40 月分

(1.25)月分 (0.75)月分 (1.25)月分 (0.75)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(ｂ) 退職手当（平成27年４月１日現在）

島 根 県 （ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分 勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分

勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分 勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分

勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分 勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

１人当たり平均支給額 24,485千円 １人当たり平均支給額 3,073千円 24,003千円

（注） 「島根県（企業局職員）」の「１人当たり平均支給額」は、平成24年度から平成

26年度までの間に勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気

事業職員に支給された退職手当の平均額である（平成24年度は退職者なし。）。「島

根県」の「１人当たり平均支給額」は、平成26年度に退職した全職種の職員の退職

手当の平均額である。

(ｃ) 地域手当（平成27年４月１日現在）

支給対象なし

(ｄ) 特殊勤務手当（平成27年４月１日現在）

支給総額（平成26年度） 457千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 152,240円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 100.0％

手当の種類（手当数） ４

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交

渉手当 夜間特殊業務手当

(ｅ) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 ） 329千円

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 110千円

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 ） 1,097千円

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度） 219千円

（ 注 ） 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 を 算 出 す る 際 の 職 員 数 は 、「 支 給 実 績 」 と 同

じ 年 度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 総 職 員 数 （ 管 理 職 員 、 教 育 職 員 等 、 制 度 上 時 間 外

勤 務 手 当 の 支 給 対 象 と は な ら な い 職 員 を 除 く 。） で あ り 、 短 時 間 勤 務 職 員

を 含 む 。

(ｆ ) そ の 他 の 手 当（ 平 成 27年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支給職員１人当

国の 制
国の 制度 と

支 給実 績 たり平均支給年

手 当名 内 容 及 び 支 給単 価 度と の
異な る内 容

（ 平 成 2 6 額

異 同 年 度 ） （ 平 成 2 6



年 度）

扶養手当 配 偶 者 13,000円 同 じ － 千 円 円

配 偶 者 以 外 の 扶養 親族 6,500円 450 450 ,0 00

配 偶 者 の な い 場合 の１ 人 11,000円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ）の 子の 加 算 5,000円

住居手当 借家・借間居住者 同じ － 実 績なし 実績な し

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通機 関利 用者 異な る 交通用具の区分 千 円 円

定期券又は回数乗車券等の価額 及び距離の区分 2 16 108 ,0 00

最高支給限度額 55,000円 が異なる。

交 通用 具使 用者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,60 0円

自 動 四輪 車以外 の場合 は半 額

単 身 赴 支給額 26,000円 異 な る 加算額が異な 実績 な し 実 績 な し

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に

ロ以上の場合加算（距離により4,000円～58,000 より6,000円～

円） 58,000円）。

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異な る 支給対象及び 実 績なし 実績な し

調 整 手 給 支給額が異な

当 支給額(月額) 5,000円～412,200円 る。

管 理 職 給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別 国：俸給の特 実 績なし 実績な し

手 当 の 定 額 別調整額とし

支 給 額 41, 60 0円 ～ 130,3 00円 て支給

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同じ － 実 績なし 実績な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同じ － 実 績なし 実績な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 674 224 ,5 92

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 771 256 ,8 36

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額（勤務１回につき） 同じ － 実 績なし 実績な し

手 当 2,100円～30,000円

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同じ － 実 績なし 実績な し

員 特 別 り勤務した管理職員に支給

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～



18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

(エ) 電気事業

ａ 職員給与費の状況

(ａ) 決算

総費用に占める
(参考)

区 分
総費用 純損益又は実 職員給与費

職員給与費比率
平成25年度の総費

Ａ 質収支 Ｂ
Ｂ／Ａ

用に占める職員給

与費比率

平成 26 千円 千円 千円 ％ ％

年度 1,911,049 820,109 446,675 23.4 28.0

区 分
職員数 給 与 費 １人当たり （参考）都道府県平均

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ １人当たり給与費

平成 26 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 54 225,141 56,203 81,521 358,450 6,638 6,907

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、平成27年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成27年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

電気事業 44.7歳 359,155円 553,163円

（参考）一般行政職 44.2歳 346,763円 500,039円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ｃ 職員の手当の状況

(ａ) 期末手当・勤勉手当

島 根 県 （ 電 気 事 業 ） 島 根 県

１人当たり平均支給額（平成26年度） １人当たり平均支給額（平成26年度）

1,538千円 1,512千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.40 月分 1.40 月分 2.40 月分 1.40 月分

(1.25)月分 (0.75)月分 (1.25)月分 (0.75)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(ｂ) 退職手当（平成27年４月１日現在）

島 根 県 （ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分 勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分

勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分 勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分

勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分 勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

１人当たり平均支給額 24,485千円 １人当たり平均支給額 3,073千円 24,003千円

（注） 「島根県（企業局職員）」の「１人当たり平均支給額」は、平成24年度から平成

26年度までの間に勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気



事業職員に支給された退職手当の平均額である（平成24年度は退職者なし。）。「島

根県」の「１人当たり平均支給額」は、平成26年度に退職した全職種の職員の退職

手当の平均額である。

(ｃ) 地域手当（平成27年４月１日現在）

支給対象なし

(ｄ) 特殊勤務手当（平成27年４月１日現在）

支給総額（平成26年度） 1,923千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 73,966円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 48.1％

手当の種類（手当数） ４

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交

渉手当 夜間特殊業務手当

(ｅ) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 ） 20,815千円

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 463千円

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 ） 18,558千円

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度） 432千円

（ 注 ） 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 を 算 出 す る 際 の 職 員 数 は 、「 支 給 実 績 」 と 同

じ 年 度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 総 職 員 数 （ 管 理 職 員 、 教 育 職 員 等 、 制 度 上 時 間 外

勤 務 手 当 の 支 給 対 象 と は な ら な い 職 員 を 除 く 。） で あ り 、 短 時 間 勤 務 職 員

を 含 む 。

(ｆ ) そ の 他 の 手 当（ 平 成 27年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支給職員１人当

国 の 制
国の 制度 と

支 給実 績 たり平均支給年

手 当名 内 容 及 び 支 給単 価 度 と の
異な る内 容

（ 平 成 2 6 額

異 同 年 度 ） （ 平 成 2 6

年 度 ）

扶養手当 配 偶 者 13,000円 同 じ － 千 円 円

配 偶 者 以 外 の 扶養 親族 6,500円 8,384 270 ,4 63

配 偶 者 の な い 場合 の１ 人 11,000円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ）の 子の 加 算 5,000円

住居手当 借家・借間居住者 同じ － 千 円 円

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 1,530 306 ,0 00

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通機 関利 用者 異な る 交通用具の区分 千 円 円

定期券又は回数乗車券等の価額 及び距離の区分 6 ,4 22 145 ,9 44

最高支給限度額 55,000円 が異なる。

交 通用 具使 用者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,60 0円

自 動 四輪 車以外 の場合 は半 額

単 身 赴 支給額 26,000円 異 な る 加算額が異な 千 円 円

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に 2,316 386 ,0 00

ロ以上の場合加算（距離により4,000円～58,000 より6,000円～

円） 58,000円）。

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異な る 支給対象及び 実 績なし 実績な し

調 整 手 給 支給額が異な

当 支給額(月額) 5,000円～412,200円 る。

管 理 職 給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別 国：俸給の特 千 円 円



手 当 の 定 額 別調整額とし 6,282 698 ,0 43

支 給 額 41, 60 0円 ～ 130,3 00円 て支給

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同じ － 実 績なし 実績な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同じ － 実 績なし 実績な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 2,079 9 0 , 4 1 0

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 2,024 1 1 9 , 0 5 2

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額（勤務１回につき） 同じ － 実 績なし 実績な し

手 当 2,100円～30,000円

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同じ － 千円 円

員 特 別 り勤務した管理職員に支給 12 12, 0 0 0

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

イ 病院局

(ア) 総括

ａ 病院局職員給与の特記事項

現在、病院局職員の給与については、島根県病院局職員の管理職手当の特例に関する規程

（平成24年島根県病院局管理規程第７号）に基づき、平成28年３月31日までの間、次のとお

り減額措置を行っている。

区分 管理職手当

管理職手当受給者（１種又は２種） 12.5％

管理職手当受給者（上記以外） 10.0％

ｂ 定員適正化目標

今後の医療情勢を踏まえ、より適切な医療を提供するために必要とする職員を、経営状況

を勘案しながら適切に確保する。

(イ) 病院事業

ａ 職員給与費の状況

(ａ) 決算

総費用に占める
(参考)

区 分
総費用 純損益又は実 職員給与費

職員給与費比率
平成25年度の総費

Ａ 質収支 Ｂ
Ｂ／Ａ

用に占める職員給

与費比率

平成 26 千円 千円 千円 ％ ％

年度 26,723,888 ▲ 4,568,721 8,545,421 31.9 39.0



区 分
職員数 給 与 費 １人当たり （参考）都道府県平均

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ １人当たり給与費

平成 26 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 990 3,821,675 2,144,158 1,271,065 6,831,945 6,901 7,298

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、平成27年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成27年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

医 師 45.7歳 580,614円 1,329,292円

看 護 師 34.3歳 283,364円 402,311円

事務職員 42.9歳 331,606円 506,791円

（参考）一般行政職 44.2歳 346,763円 500,039円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ｃ 職員の手当の状況

(ａ) 期末手当・勤勉手当

島 根 県 （ 病 院 事 業 ） 島 根 県

１人当たり平均支給額（平成26年度） １人当たり平均支給額（平成26年度）

1,202千円 1,512千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.40 月分 1.40 月分 2.40 月分 1.40 月分

(1.25)月分 (0.75)月分 (1.25)月分 (0.75)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

（注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(ｂ) 退職手当（平成27年４月１日現在）

島 根 県 （ 病 院 事 業 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分 勤 続 2 0 年 20.445月分 25.55625月分

勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分 勤 続 2 5 年 29.145月分 34.5825月分

勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分 勤 続 3 5 年 41.325月分 49.59月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

１人当たり平均支給額 1,679千円 25,187千円 １人当たり平均支給額 3,073千円 24,003千円

（注） 「島根県（病院事業）」の「１人当たり平均支給額」は、平成26年度に退職した

病院事業職員に支給された退職手当の平均額である。「島根県」の「１人当たり平

均支給額」は、平成26年度に退職した全職種の職員の退職手当の平均額である。

(ｃ) 地域手当（平成27年４月１日現在）

支 給 実 績（平成26年度） 121,347千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 892,257円

支給対象地域・職種 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

医師・歯科医師 15％ 123人 0％

県内全市町村 0％ 915人 0％

(ｄ) 特殊勤務手当（平成27年４月１日現在）

支給総額（平成26年度） 344,610千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 370,150円



職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 90.8％

手当の種類（手当数） 13

手当の名称 有害物取扱手当 特殊現場作業従事手当 特殊自動車等運転

手当 防疫作業等従事手当 死体取扱手当 精神保健業務手

当 夜間特殊業務手当 放射線取扱業務等従事手当 機能回

復訓練従事手当 医師手当 病院業務従事手当 航空業務従

事手当 浄化槽管理業務従事手当

(ｅ) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 ） 582,708千円

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度） 617千円

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 ） 553,682千円

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度） 599千円

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支

給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

(ｆ ) そ の 他 の 手 当（ 平 成 27年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支給職員１人当

国 の 制
国の 制度 と

支 給実 績 たり平均支給年

手 当名 内 容 及 び 支 給単 価 度 と の
異な る内 容

（ 平 成 2 6 額

異 同 年 度 ） （ 平成 26

年 度 ）

扶養手当 配 偶 者 13,000円 同 じ － 千 円 円

配 偶 者 以 外 の 扶養 親族 6,500円 69,7 20 180 ,1 54

配 偶 者 の な い 場合 の１ 人 11,000円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ）の 子の 加 算 5,000円

住居手当 借家・借間居住者 同じ － 千 円 円

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 112,0 59 269 ,3 71

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通機 関利 用者 異な る 交通用具の区分 千 円 円

定期券又は回数乗車券等の価額 及び距離の区分 47 ,7 98 69 ,7 78

最高支給限度額 55,000円 が異なる。

交 通用 具使 用者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,60 0円

自 動 四輪 車以外 の場合 は半 額

単 身 赴 支給額 26,000円 異 な る 加算額が異な 実績 な し 実 績 な し

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に

ロ以上の場合加算（距離により4,000円～58,000 より6,000円～

円） 58,000円）。

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異な る 支給対象及び 千円 円

調 整 手 給 支給額が異な 499,3 6 3 3, 754 ,6 08

当 支給額(月額) 5,000円～412,200円 る。

管 理 職 給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別 国：俸給の特 千 円 円

手 当 の 定 額 別調整額とし 34,805 773 ,4 50

支 給 額 41, 60 0円 ～ 146,4 00円 て支給

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同じ － 実 績なし 実績な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の



月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同じ － 実 績なし 実績な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 11,395 38 ,2 39

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 74,227 117 ,8 21

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額(勤務１回につき） 同じ － 千 円 円

手 当 2,100円～30,000円 118,2 38 505 ,2 91

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同じ － 千 円 円

員 特 別 り勤務した管理職員に支給 433 30 ,9 29

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円


